
JICAが定め、主務大臣に届出

JICAが作成し、主務大臣が認可

主務大臣※が定め、JICAに指示

日本の開発協力政策の基本方針

※　外務大臣、財務大臣および農林水産大臣。

年 度 計 画（ 1 年 間 ）

中 期 計 画（ 5 年 間 ）

中 期 目 標（ 5 年 間 ）

開 発 協 力 大 綱

 第5期中期計画の枠組み

開発協力を取り巻く国際的な枠組み

重点領域

具体的な取り組み

開発協力を通じた開発課題および地球規模課題の解決、わが国の国益への貢献

持続可能な開発目標（SDGs）
パリ協定（気候変動）

●	「自由で開かれたインド太平洋」の実現、国際社会でのリーダーシップ
の発揮
●	国の発展を担う知日派・親日派リーダーの育成
●	気候変動・環境への取り組みの強化
●	わが国社会経済の活性化および内なる国際化への貢献

重点課題への取り組み
●	開発途上地域の経済成長の基礎および原動力の確保
●	開発途上地域の人々の基礎的生活を支える人間中心の開発の推進
●	普遍的価値の共有、平和で安全な社会の実現
●	地球規模課題への取り組みを通じた持続可能で強じんな国際社会の構築

多様な担い手と開発途上地域の結びつきの強化
および外国人材受入・多文化共生への貢献

JICA開発大学院連携・JICAチェアを通じた
知日派・親日派リーダーの育成

民間企業などとの連携を通じた開発課題の解決への貢献

安全対策・工事安全

国の重要方針と政策

重視するアプローチ

開発協力大綱
関連政策、各種政府公約

●	信頼関係の構築に向けた、オーナーシップとパートナーシップを重視
した協力の推進
●	「JICAグローバル・アジェンダ（課題別事業戦略）」の促進による開発パー
トナーとの広範な連携や共創を通じた開発効果の増大
●	ジェンダー平等の推進・多様性の尊重
●	DXの推進

地域の重点取り組み

事業実施基盤の強化

その他重要事項
●組織体制・基盤の強化、DXの推進を通じた業務改善・効率化
●業務運営の効率化、適正化
●組織力強化に向けた人事　ほか

わが国の平和と安全および繁栄、
安定性、透明性および

予見可能性が高い国際環境、
普遍的価値に基づく国際秩序の実現

国際社会におけるわが国への信頼感の向上、
開発途上地域とわが国との関係強化

および国際社会の秩序や規範形成に向けた
わが国の積極的な参画への貢献

開発途上地域との
関係強化の支援を通じた

わが国経済、社会の活性化への
貢献

JICAを知る─事業と戦略

第5期中期計画（2022～2026年度）

4つの領域に関する取り組みを強化することとし
ています。
　また、中期計画ではこのほか、6つの地域の重
点取り組み、多様な主体との連携、事業実施基盤
の強化、業務運営の効率化・適正化、安全対策や
内部統制などの計画について示しています。

　JICAは法律に則り、主務大臣※が5年ごとに指
示する中期目標に基づき中期計画を作成し、主務
大臣の認可を受けています。また、同計画に基づ
き、年度計画を策定し業務運営を行っています。
　第5期中期計画では、第4期中期計画（2017〜
2021年度）に引き続き、「重点領域」と「重視する
アプローチ」を定めています。
　このうち「重点領域」では、SDGsと方向性を共
有する開発協力大綱の3つの重点課題（①「質の高
い成長」とそれを通じた貧困撲滅、②普遍的価値
の共有、平和で安全な社会の実現、③地球規模課
題への取り組みを通じた持続可能で強じんな国際
社会の構築）に取り組むとともに、下図に示した
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